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要旨：２０００年代に入って、中国小売業は著しく発展した。それに伴って、日本の小売業界の中国進出も進ん
だ。中でも、スーパーマーケット業の進出が著しい。本稿では、中国に進出したイトーヨーカ堂とイオン
を事例に、日系スーパーマーケットの人事管理面での異同を検討した。進出当初の最大の課題は、両社とも、
「歓迎光臨（いらっしゃいませ）」「謝謝（ありがとうございました）」も言えず、「頭を下げること」（お辞儀）
もできない中国人従業員に「接客マナー」と５Sの教育訓練である。ついで、店舗運営能力を身につけさせる
ことである。欠員補充・増員の人材募集は、人材派遣業者のネット、新聞、店頭ビラ等で行われているが、イ
オンはグループ合同で、「新規学卒定期一括採用」を導入し幹部候補生として、採用している。人材育成の基
本は、ヨーカ堂は OJTを中心に、イオンは階層別の Off-JTによる教育研修を重視している。人事管理の基本
は両社とも，実績に対する報酬（賃金と職位）という「実績主義」である。ヨーカ堂は抜擢人事が目立ち、イ
オンは教育課程の修了を重視している（課程修了が昇進の条件）。人材の「現地化」は、両社とも事業会社の
本部長クラスまで進み、店長クラスはほとんどが現地採用の中国人となっている。イオンは中国、アセアン、
日本の３本社をまたぐグローバル人材の養成まで視野に入れた、システマティックな人材養成のプログラムを
持っている。なお、０８年の労働法改正で、３回目の契約から「無固定雇用（雇用期間の定めのない雇用）」と
なるため、２回目、３回目の契約更新時が人材の見極めの重要な節目となっている。
キーワード：小売業の中国進出、スーパーマーケット、接客訓練、教育・研修、人材の現地化、グローバル人
材
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本稿は、「在中国日系企業の現地採用従業員の人事管
理」の（４）である。（１）で「中国人の就業意識・行
動と『現地化』の課題」、（２）で商社、銀行を対象に
「ホワイトカラーの採用・研修・昇進」、（３）で工場労
働者について「労働市場の構造変動と工場労働者の人事
管理」と、事例的に検討してきた（柴田２０１１、１２、１３
年）。本稿では、日本のスーパーマーケット業界１位、
２位のイトーヨーカ堂とイオンのスーパーマーケッ
トを中心とした中国事業を事例に、小売業の人事管理の
実際を明らかにする。
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２０００年代に入ってからの中国社会は、１９９０年代からの
「高度経済成長」（名目 GDPは、１９９０年１,８６７億元〈１人
当たりの名目 GDP１,６３３元〉、２０００年９,９２１億元〈同７,８２８
元〉、１０年４０,１５１億元〈同、２９,９４３元〉、１２年５１,８９４億元
〈同、３８,３２５元〉、年平均成長率は９０年代１０.０％、２０００年
代１０.３％、１１年９.２％、１２年７.８％）の中で、個人、世帯
所得、可処分所得も大きく増加してきた。都市世帯の可
処分所得を見ると、９０年は１,５１０元であったが、００年６,２８０
元、０５年１０,４９３元、１０年１９,１０９元、１１年２１,８１０元と大き
く増加している。つまり、都市部を中心に「所得中間
層」が増大してきた。
あるデータ１）によると、年間所得５,０００～３５,０００ドルの
世帯数は、９０年は僅か４００万世帯（総世帯の０.５％、５,０００
ドル未満の低所得世帯２７２万、３５,０００以上の富裕層０）
でしかなかったが、００年には１,８００万世帯（同、０.５％、
低所得世帯３３,０００万、富裕層１００万世帯）に、１０年には
００年の１０倍強の１８,８００万世帯（同、４７.８％、低所得世帯
１９,４００万、富裕層１,１００万世帯）と、２０００年代に「所得中
間層」が著しく増加した。その人数は、１０年時点で、下
位中間層〈年間所得、５,０００～１.５万ドル〉５.２億人 上位
中間層〈同、１.５～３.５万ドル〉１.２億人と推計されてい
る。
所得の上昇とともに消費の伸びも著しい。１人当たり
の年間消費支出金額は、２００１年の５,０００元から１１年には
１５,０００元と３倍となり、食品、衣料、家具、家電製品、
受稿日２０１３年１１月２９日 受理日２０１３年１２月９日
１ 専修大学名誉教授（Emeritus Professor, Senshu University）
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日用雑貨等の「社会消費品」の売り上げも急増した。社
会消費品の小売総額は、２０００年の３兆９,１０６億元から２０１２
年には２０兆７,１６７億元と２０００年の５.３倍にもなった（表
１）。
2	

このような「高度経済成長」、「所得中間層」の増大、
消費の増加の中で、卸・小売業の発展も著しい。卸・小
売業の法人企業数は２０００年の２,５５６社から、０５年４７,６９８
社、１０年１１１,７７０社、１１年１２５,２３３社に、従業員数は００年
の４４９万人から、０５年５２０万人、１０年８５２万人、１１年９０１万
人に、売上額は００年の３２,２６５億元から、０５年９３,１５１億
元、１０年２７６,６３６億元、１１年３６０,５２６億元と増加してい
る。２０００年比で見ると、１１年は企業数４３.７倍、従業員数
２倍強、売上額１１.２倍と急成長を遂げている（表２）。
その資本系統を見ると、圧倒的に中国内資の割合が高い
とはいえ、外資系の比重が増大してきている。外資系
は、０３年時点で、商店数３,２６１店（シェア７.１％）、従業員
数１４,０００人（同１５.２％）、売上額７２７億元（同１７.０％）で
しかなかったものが、１１年には、店舗数が８.０倍の２６万
店、従業員数が３.６倍弱の５万人強、売上額は６.９倍の４,
９８８億元となった。そのシェアは店舗数を除いてリーマ
ンショック後低下傾向にあるが、１１年時点では、店舗数
の１３.１％、従業員数の２０.４％を占めている。ただ、売上
額では０９年に日欧米系の外資が売上額を減少させ、以
降、内資系の増加に比べ、伸び悩み、そのシェアを低下
させている（表３）。
つまり、２０００年代に入って、中国で「所得中間層」が
大きく膨らみ、日用品の消費も急増し、商店数・従業員
数・売上額も増加し、中でも外資系の増加が著しいであ
る。
その中で、主に日用の「社会消費品」を扱うコンビニ
エンスストア（以下、コンビニ）、スーパーマーケット
（以下、スーパー）、百貨店などのチェーン店も増加し、
中でも、外資系の伸長が著しい。小売チェーン店はデー
タの得られた０３年比で見ると、１１年は店舗数が２０万店弱
で４.２倍、従業者数が２５万人で２.７倍、売上額は３.５兆元で
８.１倍にもなっている（表４）。
欧米系のコンビニ、スーパーの出店状況を見ると以下
のとおりである。
１９９５年には、スーパーではすでに、地方政府の単独認
可により、ウォルマート（米）、カルフール（仏）、プラ
イスマート（米）、メトロ（独）、マクロ（オランダ）等
が進出し、全国展開していた。中国政府は、９６年「外資
系小売チェーン店展開の方針」を出し、中央政府管轄下
で、欧米、日本の大型チェーン店を経営している企業と
の合弁による、単品管理（POSシステム）、物流（納
品）等の「近代的経営のノウハウ」の導入による小売業
の「近代化」を図ろうとし、その実験として、日米欧各
１社と合弁企業の設立を認可しようとした。その相手
が、日・イトーヨーカ堂、オランダ・マクロ、米・ウォ
ルマートであった。ただし、ウォルマートはすでに地方
政府の単独認可で進出しており、「いろいろ規制のうる
さい中央政府の認可はいらない」ということで降りた。
その後、２０００年代初めに外資への開放が進み、外資系チ
ェーン店が急速に増加していく。
表１ 社会消費品小売総額の推移
暦年 ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２
売上額（億元） ３９,１０６ ４３,０５５ ４８,１３６ ５２,５１６ ５９,５０１ ６７,１７７ ７６,４１０ ９３,５７２１１４,８３０１３２,６７８１５６,９９８１８３,９１９２０７,１６７
対前年増加率（％） ９.７ １０.１ １１.８ ９.１ １３.３ １２.９ １３.７ １８.２ ２２.７ １５.５ １８.３ １７.１ １２.６
出所：中国国家統計局『中国統計年鑑』（各年版）より作成
表２ 卸小売業法人企業の推移
年次 ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１
企業数（所） ２５，５６７ ２５，５４３ ２６，６０５ ２７，３４０ ５２，４４８ ４７，６９８ ５１，７８８ ５５，７３７１００，９３５ ９５，４６８１１１，７７０１２５，２２３
従業員総数（千人） ４，４８５ ４，０４６ ４，１９１ ４，０６８ ５，０７７ ５，１９５ ５，４４３ ６，０４９ ７，３７４ ７，４９０ ８，５２２ ９，０１１
売上額（億元） ３２，２６５ ３５，１５３ ４０，０９０ ４８，６１３ ８６，９２９ ９３，１５１１１０，０５５１３２，７４１２０８，２３０２０１，１６６２７６，６３６３６０，５２６
企業数（所） １００.０ ９９.９ １０４.１ １０６.９ ２０５.１ １８６.６ ２０２.６ ２１８.０ ３９４.８ ３７３.４ ４３７.２ ４８９.８
従業員総数（千人） １００.０ ９０.２ ９３.４ ９０.７ １１３.２ １１５.８ １２１.４ １３４.９ １６４.４ １６７.０ １９０.０ ２００.９
売上額（億元） １００.０ １０９.０ １２４.３ １５０.７ ２６９.４ ２８８.７ ３４１.１ ４１１.４ ６４５.４ ６２３.５ ８５７.４１，１１７.４
注：２００４年の数値は「経済センサス」数値で、他の年次の数値とは連続しない。
出所：中国国家統計局『統計年鑑』２０１２年版より作成
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表３ 資本系別中国の小売業（チェーン店）
年次 ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０２０１１ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１
店舗総数 ４６,５１７７７,６３１１０５,６８４１２８,９２４１４５,３６６１６８,５０２１７５,６７７１７６,７９２１９５,７７９１００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０
内資 ４３,２５６５１,１１０９８,５９９１１５,８３２１３８,１１４１５３,７８９１５８,９２０１５８,１９６１６９,６９９ ９３.０ ６５.８ ９３.３ ８９.８ ９５.０ ９１.３ ９０.５ ８９.５ ８６.７
港澳台系 １,２３７ １,３９６ ３,３０４ ２,８０３ ２,０５９ ２,４４６ ３,１３２ ４,３７９ ５,６２４ ２.７ １.８ ３.１ ２.２ １.４ １.５ １.８ ２.５ ２.９
外資系 ２,０２４ ２,３８５ ３,７８１１０,２８９１１,５２１１２,２６７１３,６２５１４,２１７２０,４５６ ４.４ ３.１ ３.６ ８.０ ７.９ ７.３ ７.８ ８.０ １０.４
従業員総数（１００人） ９,２４１１２,８２０１６,０１０１８,７１０１８,６１９１９,７０８２１,０８８２２,５１６２４,９０６１００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０
内資 ７,８２７ ８,９２３１３,１００１５,８７９１４,３６５１６,１４９１６,６２８１７,９６９１９,８２２ ８４.７ ６９.６ ８１.８ ８４.９ ７７.２ ８１.９ ７８.９ ７９.８ ７９.６
港澳台系 ５６０ ６４２ １,２２９ ５９９ ７５８ ８９９ １,４８６ １,８０３ ２,００４ ６.１ ５.０ ７.７ ３.２ ４.１ ４.６ ７.０ ８.０ ８.０
外資系 ８４２ ９８３ １,６８２ ２,２２８ ２,３４７ ２,６６０ ２,９７５ ２,７４４ ３,０８０ ９.１ ７.７ １０.５ １１.９ １２.６ １３.５ １４.１ １２.２ １２.４
売上額（億元） ４,２５９ ８,３９３１２,５８８１４,９５２１７,７５４２０,４６７２２,２４０２７,３８５３４,５１１１００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０
内資 ３,５２７ ４,６３７１０,８６５１２,９２５１４,３１５１７,２４３１８,６０３２３,３２５２９,５３０ ８２.８ ５５.２ ８６.３ ８６.４ ８０.６ ８４.２ ８３.６ ８５.２ ８５.６
港澳台系 ２６５ ３４０ ６０３ ４３９ ６０８ ７２７ １,３１７ １,５８０ ２,０７８ ６.２ ４.１ ４.８ ２.９ ３.４ ３.６ ５.９ ５.８ ６.０
外資系 ４６２ ６００ １,１２０ １,５８８ ２,００８ ２,４９７ ２,３２０ ２,４８１ ２,９０３ １０.８ ７.１ ８.９ １０.６ １１.３ １２.２ １０.４ ９.１ ８.４
注：港澳台系＝香港、アモイ、台湾資本との合資、合作及び独資の企業、外資系＝港澳台系を除く外資との合資、合作及び独資の企業
注：商店数、従業員数は年末、売上額は年間
注：２００４年の数値は「経済センサス」数値で、他の年次の数値とは連続しない。０７年のデータの不整合については理由不明である。
出所：中国国家統計局『統計年鑑』２０１２年版より作成
表４ 中国の小売業（チェーン店）の数・構成の推移
年 ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１
チェーン店店舗計（所） ３０,７４６ ４６,５１７ ５４,８９１ １０５,６８４ １２８,９２４ １４５,３６６ １６８,５０２ １７５,６７７ １７６,７９２ １９５,７７９
コンビニ － － － １０,０４３ １３,８１７ １３,９１２ １６,１９６ １５,７７９ １４,２０２ １３,６０９
スーパー １０,２８１ １１,７１７ １４,０７３ １８,９２４ ２１,０６６ ３４,４７７ ３８,３１２ ３５,７１７ ３９,１４０ ４１,０９６
内大型店 － － － － － 7,332 8,072 2,493 6,322 2,542
百貨店 １,５５０ ２,１２９ ２,６３７ ３,８５３ ５,３５３ ３,６７４ ３,８０５ ５,３０４ ４,２３９ ４,８２６
従業員総数（１００人） ６,３３２ ９,２４１ １０,５４８ １６,０１０ １８,７１０ １８,６１９ １９,７０８ ２１,０８８ ２２,５１６ ２４,９０６
コンビニ － － － ６７０ ７８９ ９２７ ９７９ ９２８ ７５０ ７１０
スーパー ３,１０１ ４,４４４ ５,１０８ ６,０９４ ６,５４５ ６,８０９ ７,７７９ ８,１５２ ８,８５０ ９,２２３
内大型店 － － － － － 3,053 3,582 3,266 3,860 3,328
百貨店 １,０８７ １,２１６ １,３９０ １,８１２ １,７７１ １,５９２ １,８５３ ２,３８６ ２,５００ ２,６５４
売上総額（億元） ２,６５８ ４,２５９ ５,５７６ １２,５８８ １４,９５２ １７,７５４ ２０,４６７ ２２,２４０ ２７,３８５ ３４,５１１
コンビニ － － － １８３ ２２３ ２３２ ２７６ ２７０ ２４７ ２２６
スーパー １,３１８ １,９２６ ２,４１０ ３,１１３ ３,４４３ ３,７９１ ４,４８３ ５,０１３ ５,６８６ ５,９９３
内大型店 － － － － － 1,872 2,234 2,444 2,919 2,595
百貨店 ４８５ ５９７ ７４５ １,２７５ １,４８２ １,６２５ １,９４３ ２,４９８ ２,６７２ ３,２２７
小売業法人単位総数 １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０
コンビニ － － － ９.５ １０.７ ９.６ ９.６ ９.０ ８.０ ７.０
スーパー ３３.４ ２５.２ ２５.６ １７.９ １６.３ ２３.７ ２２.７ ２０.３ ２２.１ ２１.０
内大型店 － － － － － 5.0 4.8 1.4 3.6 1.3
百貨店 ５.０ ４.６ ４.８ ３.６ ４.２ ２.５ ２.３ ３.０ ２.４ ２.５
従業員総数（千人） １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０
コンビニ － － － ４.２ ４.２ ５.０ ５.０ ４.４ ３.３ ２.９
スーパー ４９.０ ４８.１ ４８.４ ３８.１ ３５.０ ３６.６ ３９.５ ３８.７ ３９.３ ３７.０
内大型店 － － － － － 16.4 18.2 15.5 17.1 13.4
百貨店 １７.２ １３.２ １３.２ １１.３ ９.５ ８.６ ９.４ １１.３ １１.１ １０.７
売上総額（億元） １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０ １００.０
コンビニ － － － １.５ １.５ １.３ １.３ １.２ ０.９ ０.７
スーパー ４９.６ ４５.２ ４３.２ ２４.７ ２３.０ ２１.４ ２１.９ ２２.５ ２０.８ １７.４
内大型店 － － － － － 10.5 10.9 11.0 10.7 7.5
百貨店 １８.２ １４.０ １３.４ １０.１ ９.９ ９.２ ９.５ １１.２ ９.８ ９.４
注：商店数、従業員数は年末、売上額は年間 コンビニのデータは０５年から、大型スーパーのデータは０７年から、数値はスーパーの内数
出所：中国国家統計局『統計年鑑』２０１２年版より作成
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日本本社持ち株会社 中国合弁有限公司中国統括会社
セブン－イレブン（北京）有限公司 CVS 140 店舗
セブン－イレブン（成都）有限公司 CVS 78 店舗
セブン－イレブン（天津）有限公司 CVS 55 店舗
山東衆邸便利生活有限公司 25 店舗
華糖洋華堂商業有限公司 GMS 　９店舗
成都伊藤洋華堂有限公司 GMS ５店舗
セブン＆アイ・レストラン（北京）レストラン１店舗
㈱セブン＆アイ・
ホールディングス ㈱セブン－イレブンジャパン
セブン－イレ
ブン（中国）
投資有限公司
㈱イトーヨーカ堂
伊藤洋華堂
（中国）投資
有限公司
㈱セブン＆アイ・フードシステムズ
CVS
日系小売業（百貨店、スーパー、コンビニ等）の中国
（含む香港）進出は、百貨店では、そごう、三越、高島
屋、伊勢丹、コンビニではローソン、ファミリーマー
ト、セブン‐イレブン、イオン（ミニストップ）が見ら
れた。スーパーは、イトーヨーカ堂、イオンの他に、イ
ズミヤ（江蘇省）、平和堂（湖南省）、ユニー（香港）等
が進出している。中でも、セブン＆アイ・ホールディ
ングス傘下でスーパー経営のイトーヨーカ堂（以下日
本ヨーカ堂）、コンビニのセブン‐イレブン、イオン
グループのスーパー、コンビニの進出が著しい。
１２年の中国チェーンストア売上トップ１００社（香港を
除く）を見ると２）、外資系が２０社入っており、総合スー
パー（GMS）を３９５店舗展開するウォルマートが６位、
２１８店舗のカルフールが１０位、１１１店舗のテスコ（英）が
２４位と上位に位置している。その中で、店舗数が少ない
にも関わらず、イオン（３６店舗）が６２位（１１年は５９
位）、１３店舗のイトーヨーカ堂（３６店舗）が６５位（１１年
は５８位）に位置しており、日系ではこの２社が抜きん出
た存在となっている。
以下では、イトーヨーカ堂とイオンを事例に、中国で
のスーパーの展開の軌跡と従業員管理について見ていき
たい。
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日本ヨーカ堂の持ち株会社であるセブン＆アイ・ホー
ルディングスは、２０１３年８月末現在で、セブン‐イレブ
ン（中国）投資有限公司（２０１２年設立）の下にセブン‐
イレブン（北京）有限公司１４０店舗、同（成都）７８店
舗、同（天津）５５店舗、山東衆邸便利生活有限公司２５店
舗の計２９８のコンビニ、伊藤洋華堂（中国）投資有限公
司の下に、華糖洋華商業有限公司が北京市内に総合スー
パー（GMS）「華堂商場」を９店舗、成都伊藤洋華堂有
限公司が GMS５店舗を展開している３）（図１）。なお、
１３年２月までは、後述するように、北京で食品スーパー
２店を経営する王府井洋華堂有限公司もあった。
１２年の売上額は７４億８,６７２万元（≒８２９億円、うち成都
５３５億円、北京２７９億円、王府井１.５億円）で、上述した
ように、中国チェーンストア上位１００社のうち６５位、外
資系の中で１８位の位置にある。
従業員数は、２０１１年末現在で、中方・日方の派遣社
員、正社員、臨時工（パート・アルバイト）併せて、成
都ヨーカ堂３,４０８人、北京ヨーカ堂２,３８８人、王府井ヨー
カ堂２１４人、計６,０１０人（テナントの従業員を除く）を抱
える規模となっている４）。
イオンは、イオングループ中国本社・永旺（中国）投
資有限公司（以下、イオン中国）の下に、２０１３年７月２９
日時点で、香港を含む中国国内（香港、広東、青島、華
南、北京）で総合スーパー（GMS）４０店舗、スーパー
（SM）１４店舗を展開、コンビニのミニストップ５５店舗を
出店している５）（図２）。そして、２０１２年の売上は、香
港イオンを除いた３６店舗で８０億８,２６１億元（≒１０３億
円）、ランキング６２位、外資系の中で１６位の位置にあ
る６）。従業員数は、香港イオンを含む中国イオングルー
プ全体で、１６,３２７人、内正社員が約１５,０００人である。
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そもそもイトーヨーカ堂の中国進出の検討は、伊藤忠
商事の提案によって１９７４年７月から始まっていたが、
９０年代半ばになって、「流通近代化に向け、大型チェー
ンストア経営の確立を目指して、外国の有力小売業ノウ
ハウを導入するため欧系１社、米系１社とアジア系１社
の中国誘致を検討していた」中国政府の打診により本格
化した（湯谷２０１３, p.１７）。中国政府の要請で、POS
による商品管理、中流階級対象の品揃え、日本や欧
図１ セブン＆i グループの中国事業の現状（２０１３年８月末現在）
出所：セブン＆アイ・ホールディングス HPより作成
50 柴田弘捷
㈱イオン
永旺（中国）投資有限公司（中国イオン）
永旺（香港）百貨（香港イオン） 59
広東永旺天河城商業（広東イオン） 512
青島永旺東泰商業（青島イオン） 18
永旺華南商業（華南イオン） 38 国際商城
永旺商業（北京イオン） 4 朝北大悦城
永旺（湖北）商業（湖北イオン） 1 天津泰達
永旺華東（蘇州）商業（華東イオン）1 天津中北
総合金融6社
商業施設開発（イオンモール）2社
サービス業６社
専売店5社（北京3、上海2）
商品物流2社（上海、北京）
食品スーパー（マックスバリュー）3社（広州、青島、蘇州
便利店（CVS-ミニストップ）1社（青島）49店舗）
SMGMS
米の社会行事、学校行事等を加味した消費者の生活に訴
えるような販売方法、を条件に、１９９６年、中央政府によ
る世界初の出店認可を得、１９９７年北京に合弁会社華糖洋
華堂商業有限公司（以下、北京ヨーカ堂）を、また、成
都市政府の「強い要請」があって北京より早い１９９６年に
合弁会社成都伊藤洋華堂有限公司（以下、成都ヨーカ
堂）を設立し、中国での総合スーパー事業展開を始め
た７）（なお、ヨーカ堂の中国進出の経緯については、邊
見２００８、湯谷２０１３に詳しい）。
さらに２００４年１１月に王府井洋華堂有限公司（以下、王
府井ヨーカ堂）を設立し北京市で食料品スーパーの経営
も展開した。
２０１２年７月には、中国 GMS事業の統括と傘下子会社
への投資、出店等事業拡大を検討する、いわば中国事業
展開の本部とも言うべき、イトーヨーカ堂１００％ 出資
のイトーヨーカ堂（中国）投資有限公司（以下、ヨーカ
堂中国）を設立するとともに、他方では、王府井ヨーカ
堂は解散している（１３年３月）。
以下、ヨーカ堂店舗の展開と従業員数の推移を見てお
こう。
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日本ヨーカ堂は、中国でスーパーの出店を目指して、
１９９７年９月、国有企業・中国糖業酒類集団公司（以下、
糖業酒類社）と合弁で北京ヨーカ堂を設立した。当初の
出資比率は、当時の中国政府の方針で糖業酒類社が５１％
と過半数を占め、日本ヨーカ堂が３６.７５％、中国政府と
の最初の窓口となった伊藤忠商事１０.５８％、伊藤忠
（中国）有限公司１.６７％という構成であった。糖業酒類
社は数人の役員を派遣（以下、中方派遣）していたが、
「営業活動は自由にやってよい、ということだった」（日
本側にまかせていた）。０７年５月に再度出資比率を、日
本ヨーカ堂７５.７５％、伊藤忠商事１０.５８％、伊藤忠（中
国）有限公司１.６７％、中国華孚貿易発展集団公司（糖業
酒類社の親会社）１２.０％に変更され、実質的に日本ヨー
カ堂傘下の企業となった。
北京ヨーカ堂は、９８年４月北京市十里堡に１号店を
オープン、その後、２０００年代に入って、０９年９月までに
８店舗を開店した。ただし、０８年に開設した五 松店は
１０年８月閉店、また１号店である十里堡店は０９年末で閉
鎖され、１０年１月隣接地に新十里堡店としてリニューア
ル・オープンした。また、後述の王府井ヨーカ堂の解散
に伴い、王府井ヨーカ堂の２号店であった三里屯店を北
京ヨーカ堂が吸収、１３年３月に三里屯店（９号店）とし
て改装開店した。１３年９月現在、９店舗となっている。
北京ヨーカ堂の出店状況については、表５のとおりであ
る。
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成都ヨーカ堂は、四川省成都市政府の「強い要請によ
り」（塙２００６）、「成都政府の認可が中央の案件（北京
ヨーカ堂）に影響がない、ということを確認して」
（（ ）内筆者補足）、北京ヨーカ堂より先の９６年１２月に
成都伊藤洋華堂有限公司（以下、成都ヨーカ堂）を設立
表５ 北京ヨーカ堂と成都ヨーカ堂の店舗
店舗名 開店年月
売場面積
単位：千㎡
従業員数
単位：人
店長国籍
北京ヨーカ堂 ２,３１３
亜運村 ２００１／１２ ２１ ３４７ 日本
豊台北路 ２００３／１２ ９ ２１９ 中国
大興 ２００５／０１ １２ ２５６ 中国
西直面 ２００５／０４ １９ ２１８ 中国
望京 ２００６／０４ １７ ２１８ 中国
右安門 ２００７／０９ １２ ２３２ 中国
北苑 ２００９／０９ １９ ２０２ 中国
新十里堡 ２０１１／０１ ２２ ２９７ 日本
三里屯 ２０１３／０３ ２ ８０ 中国
成都ヨーカ堂 ３,４０８
春煕 １９９７／１１ １７ 中国
双楠 ２００３／０９ ３３ 中国
錦華 ２００７／１２ ２８ 中国
建設路 ２００９／１１ ３０ 中国
高新 ２０１１／１１ ５０ 中国
注：従業員数－北京２０１３年８月平均、成都２０１１年１２月末現在
出所：セブン＆iホールディングス CSR活動報告２０１２、他
図２ イオングループの中国事業の現状（２０１２年１１月１７日時点）
出所：永旺（中国）有限公司 HPより作成
在中国日系企業の人事管理（４） 51
し（出資比率：日本ヨーカ堂７４％、糖業酒類社１２％、伊
藤忠商事８％、永利都（成都）房地産開発有限公司
（邱永漢の会社）５％、伊藤忠（中国）有限公司１％）、
北京より半年早い９７年１１月に成都市春煕路に１号店（邱
永漢のビル）を出店、１１年１１月までに５号店まで出店、
現在６号店以降の準備も進めている８）。北京ヨーカ堂よ
り先に進行した成都ヨーカ堂は、「イトーヨーカ堂から
見れば、北京の実験という意味合いもあった」という
（湯谷２０１３）。北京ヨーカ堂および成都ヨーカ堂の出店
状況については、表５のとおりである。
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王府井ヨーカ堂は、北京市で「本格的な高級食品スー
パー」の展開を目指して２００４年１１月に資本金１８００万ドル
でイトーヨーカ堂（出資割合４０％）、ヨークベニマル
（同２０％）、北京王府井百貨集団（同４０％）の合弁会社と
して設立した。
０５年４月に１号店となる勁松店、１１年１１月に２号店の
三里屯店を出店したが、「食品スーパー単独ではなりた
た（ず）」結局、経営不振で１３年２月に店舗を閉鎖し、
会社を解散した（三里屯店は、前述したように、北京
ヨーカ堂に新店として吸収され、勁松店は閉鎖され
た）。
	

ヨーカ堂中国は、２０１２年７月に日本ヨーカ堂の１００％
出資（資本金３,０００万米ドル）で、中国立地のスーパー
事業の統括と傘下子会社への投資、出店等事業拡大を検
討する、いわば中国事業展開の本部会社として設立され
た。これ以降の中国におけるヨーカ堂の事業展開はヨー
カ堂中国が管轄することになり、北京、成都のヨーカ堂
を管轄するとともに、すでに見た王府井ヨーカ堂の解散
もヨーカ堂中国の主導で進められた。今後は中国内陸部
（重慶市、武漢市等）への進出を計画している。日経新
聞は、「イトーヨーカ堂は中国内陸部でショッピングセ
ンター（SC）の多店舗展開に乗り出す。２０１４年春の第
１号施設を皮切りに、同社最大も含め四川省成都市で１６
年までに４カ所出す。重慶市など他の都市も含め１７年以
降も同様のペースで出店する方針」９）と報じている。

なお、セブン＆アイ グループのコンビニ、セブン‐
イレブンの展開についても、一言触れておこう。
セブン‐イレブン（中国）投資有限公司傘下に、北京
市、天津市、成都市に各セブン‐イレブン有限公司を設
立し、コンビニを展開している。セブン‐イレブン北京
は２００４年に１号店を出店、１３年８月末現在 １４０店を展
開している。
セブン‐イレブン（中国）の従業員数は、総数３,１３５
人、うち、正社員１,０５３人〈２６.７％〉（男性６２８人、女性４２５
人）、パートタイマ ２ー,０８２人〈７３.２％〉で、日本のコン
ビニと同様、パート主力の運営である。役員の中国人比
率は３３％、役員を除く女性管理職比率は４７％である１０）
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イオングループの中国進出は、１９８５年に香港にジャス
コストアーズ香港有限公司（現・永旺（香港）百貨有限
公司、以下、香港イオン）を設立し、８７年の総合スー
パー・JUSCO１号店の開店に始まった。その後、９５年
広東省（広東永旺天河城商業有限公司、以下、広東イオ
ン）、９６年に青島東泰（現・青島東泰永旺商業有限公
司、以下、青島イオン）、２００２年深（現・永旺華南有
限公司、以下、深イオン）、０７年北京（現・永旺商業
有限公司、以下、北京イオン）と総合スーパー、スー
パーを展開してきた。北京イオン傘下の総合スーパーは
北京に２店舗、天津に２店舗である。なお、１４年に天津
に１店舗開店の予定である。
また、０９年には青島にコンビニを経営する青島迷島
（ミニストップ）便利店有限公司を設立した。１２、１３年
には、広州、青島、蘇州に食品スーパーの永旺美思伯楽
（マックスバリュ）有限公司も設立している。
商業施設開発・建設を行う永旺夢楽城（イオンモー
ル）商業管理有限公司を北京（０８年）と天津（１０年）に
設立、イオングループ店舗の出店を核とする商業・娯楽
施設（ショッピングセンター）建設を行っている。この
他、専門店、金融業、サービス業、商品物流業等を展開
している。
イオン本社は１０年１０月に「３ヵ年中期経営計画（２０１１
年度～２０１３年度」を発表、アジアシフト強化方針と中
国、アセアン、日本の３本社体制を確立することを発
表、１１年１２月、北京に中国におけるイオングループを統
括する永旺（中国）投資有限公司（イオン中国本社、資
本金３０００億 USドル、以下、イオン中国）を設立、１２年
３月より営業を開始した。これにより、中国におけるイ
オングループの事業（スーパーマーケット事業、デベロ
ッパー事業、総合金融事業、サービス事業、専門店事業
など）の成長戦略策定、店舗開発、商品開発、人材採
用・育成等がイオン中国の統括の下で統一的かつ複合的
に展開されることとなった。そして、これまでの、香
港、北京・天津、山東省、広東省（成都市）に加えて、
江蘇省、湖北省、浙江省、福建省に事業エリアを拡大す
ることとなった１１）。
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また、１３年３月には、香港、青島で使われていた JUSCO
（佳世客、吉之島、ともに JUSCOの音訳）を永旺（イ
オン）に変更、中国のイオングループの企業・店舗の名
称を永旺（イオン）に統一した。
１３年９月現在、イオン中国傘下の中国国内企業・店舗
数は、図２に見られるように、総合スーパー（GMS）
３７、食品スーパー（SM）１６、コンビニエンスストア
（CVS）４９店舗を展開している。１４年には武漢と蘇州に
GMSを開店する予定である。なお、イオンモールが建
設したショッピングセンター（SC）は１１ヵ所ある。
4	
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ヨーカ堂中国の人事管理について、北京ヨーカ堂を中
心に見てみよう。
はじめに、北京ヨーカ堂の会社組織・職制について見
ておこう。
会社組織は董事会－総経理－副総経理の下に、管理、
財務、営業の３本部が置かれ、管理本部には人事、開
発、総務の３部、財務本部には企画、経理の２部、営業
本部には食品部、衣料部、住居部及びスーパーバイザー
部の４部がある。
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北京ヨーカ堂の２０１３年８月平均の従業員構成は、社員
数２,３１３人、うち正社員１,３６３人（５８.９％）、日方派遣者１２）
１１人、中方派遣者１人、臨時工（パート・アルバイト）
９３８人（４０.６％）の構成である。２００３年以降の従業員数
の推移は表６のとおりである。
これを見ると、社員総数は店舗の増加とともに０９年
（より正確にいえば、１０年１月）まで増加してきたが、
１０年以降減少傾向となった。正社員数の傾向も同様であ
る。臨時工数は、０６年をピークに減少傾向にある。派遣
社員は、日方派遣者が最大時１５人いたが（０７年７月～０８
年１月）、その後減員し、１１年には８人となった。その
後若干の増員があり、１３年８月現在１１人である。中方派
遣者は、５人いたが、出資比率の減少に伴い、０７年以降
１人となっている。社員数減少の一つの理由は、店舗運
営の合理化、特に警備関係者を外注化したこと、にある
と言う。
正社員割合は、０３年には３分の２を占めていたが、そ
の後減少傾向となり０６年には５０％まで低下した。その
後、若干増大し、０９年以降５８％前後で推移している。
しかし、この社員数の変化は、本部と店舗によって異
なる。本部の社員数は、増加傾向にあり、０３年の１５３人
から１３年には２４４人に増加しており、うち正社員は０３年
の１２２人から２２５人と倍近くになっており、その増加が著
しいし、大半が正社員で占められている（７９.３％→９２.
２％）。他方、臨時工は０３年の１６人から０５年に３６人に増
えた。しかし、０７年の３７人をピークに減少し、１３年には
派遣者より少ない７人となり、わずか２.９％を占めるに
すぎない。本部は正社員中心で構成されていると言って
よい。
店舗の社員数は、店舗開店当初に比べ、どの店舗も年
数を経過するとともに正社員も臨時工も減少していく傾
表６ 北京ヨーカ堂の雇用形態別社員構成の推移
全 社 計 本部 店 舗 計 成都
人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％）ヨーカ堂
年
平均
正社員 臨時工 派遣
人員
社員計 正社員 臨時工 派遣
人員
正社員 臨時工 派遣
人員
社員
合計
正社員 臨時工 派遣
人員
正社員 臨時工 社員計 正社員 臨時工 社員計
０３年 １,０２２ ５１９ １５ １,５５７６５.６ ３３.３ １.０ １２２ １６ １５ １５３ ７９.７ １０.５ ９.８ ９００ ５０３１,４０３６４.１ ３５.９
０４年 １,１８３ ７２９ １６ １,９２８６１.４ ３７.８ ０.８ １４０ １５ １６ １７１ ８１.９ ８.８ ９.４ １,０４３ ７１４１,７５７５９.４ ４０.６
０５年 １,５０７１,２９９ １７ ２,８２３５３.４ ４６.０ ０.６ １４０ ３６ １７ １９３ ７２.５ １８.７ ８.８ １,３６７１,２６３２,６３０５２.０ ４８.０
０６年 １,５６６１,５４９ １８ ３,１３３５０.０ ４９.４ ０.６ １４８ ３６ １８ ２０２ ７３.３ １７.８ ８.９ １,４１８１,５１３２,９３１４８.４ ５１.６
０７年 １,５４２１,４８９ １６ ３,０４７５０.６ ４８.９ ０.５ １６２ ３７ １６ ２１５ ７５.３ １７.２ ７.４ １,３８０１,４５２２,８３２４８.７ ５１.３
０８年 １,７８１１,３５７ １４ ３,１５２５６.５ ４３.１ ０.４ １６０ ３４ １４ ２０８ ７６.９ １６.３ ６.７ １,６２１１,３２３２,９４４５５.１ ４４.９ ２,４２７
０９年 １,８０４１,２９３ １３ ３,１１０５８.０ ４１.６ ０.４ １６５ ３１ １３ ２０９ ７８.９ １４.８ ６.２ １,６３９１,２６２２,９０１５６.５ ４３.５ ２,３１８
１０年 １,７１２１,２５６ １１ ２,９７９５７.５ ４２.２ ０.４ １７７ ２１ １３ ２１１ ８３.９ １０.０ ６.２ １,５３５１,２３５２,７７０５５.４ ４４.６ ３,１５１
１１年 １,４９８１,０７０ ９ ２,５７７５８.１ ４１.５ ０.３ １８６ ２０ ９ ２１５ ８６.５ ９.３ ４.２ １,３１２１,０５０２,３６２５５.５ ４４.５ ３,０３８
１２年 １,３６４１,００３ １２ ２,３７９５７.３ ４２.２ ０.５ ２０７ １４ １２ ２３３ ８８.８ ６.０ ５.２ １,１５７ ９８９２,１４６５３.９ ４６.１ ３,３３７
１３年 １,３６３ ９３８ １２ ２,３１３５８.９ ４０.６ ０.５ ２２５ ７ １２ ２４４ ９２.２ ２.９ ４.９ １,１３８ ９３１２,０６９５５.０ ４５.０ ３,１４５
注：１３年は８月平均１
注：日方派遣者数の最高は０７年１１月～０８年１月の１５人、中方派遣は当初の５人から０７年３月より１人となった。
出所：イトーヨーカ堂（中国）提供資料より作成
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向は共通している。
２００１年末に「旗艦店と位置付けられ」２号店として開
店し、現在まで継続している亜運村店についてより具体
的に見てみよう。
亜運村店は、売り場面積２１,２６５㎡、３００台が収容でき
る地下２，３階に駐車場のある地上５階・地下３階建の店
舗である。０３年１月の社員数は７３２人（正４５０、臨時
２８２）、店中店従業員約１,９００人であった。その後、表７
に見られるように、正社員は減少を続け、１３年８月には
半数以下の１６７人となっている。臨時工は増加傾向で、
０５年には３１５人（５２.０％）と正社員を上回った（５２.
０％）。しかし、その後は減少傾向となり１３年には１８０人
となっている。店中店の従業員数も増加傾向で、０９年に
は０３年１月に比べて２倍強の３,８００人強に増加した。し
かし、１０年には激減し１,３００人弱となり、その後は増減
を繰り返し、１３年８月は１,５００人弱となっている（表
７）。
亜運村店以外のいくつかの店舗について、ほぼ店舗が
完成したと思われる開店の翌年の年平均人員と１２年の年
平均人員を見てみよう（表８）。
従業員の減少は共通しているが、正社員、臨時工の減
少率に共通した傾向は見られない。ただ、比較的正社員
の割合が多かった店舗（北苑、豊台北路）で、正社員の
減少率が高い。
正社員と臨時の構成の変化は店舗によって異なる。最
も多いタイプは、当初は正社員の方が多く、現在も正
社員の方が多いタイプ（豊台北路、大興、西直門、右安
門、北苑、新十里堡）である。当初は正社員の方が少
なく、現在は正社員の方が多いタイプ（望京）、当初
は正社員の方が多く、現在は少ないタイプ（亜運村）も
ある。また、正社員の占める割合に一貫した傾向がある
とは思えない。最も多いタイプであっても正社員の割
合が少ない年もある（豊台北路、大興）。
以上のような店舗の従業員数、構成の変化は、店舗の
業績動向、先に述べた警備関係従業員の外注化を含む店
舗運営の「合理化」等によるものと思われる。特に、正
社員の継続的な減少は「合理化」の結果と思われる。
ただし表６で見られたように、全店舗合計の正社員割
合は０８年から５５％前後で推移していることから見ても、
個々の店舗でも、正社員割合は５５％程度に収斂していく
のかもしれない。
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北京ヨーカ堂立ち上げ時は、人事、財務、総務の幹部
要員（約３０人）は合弁相手の中方派遣者コネクションで
経験者を採用し、営業の主力は先行して中国進出してい
た伊藤忠商事の関係の中国人を採用した。また、合弁
相手の中国企業からの派遣という形で中国の百貨店等の
経験者を採用した。ヘッドハンティングはしなかった。
店舗開店にあたっては、新聞で募集広告をした。数千人
の応募があり、書類選考後面接し９００人程度採用した。
なお、２００２年から大卒者を幹部候補生として５０人程度
採用している。つまり、現地企業の幹部を計画的に育成
する体制を整えつつある。
成都の場合は、９７年３月に通訳とバイヤーなど１０人採
表７ 亜運村店の従業員数の推移
人数（人） 割合（％）
年平均 正社員 臨時工 社員合計 正社員 臨時工
０３年 ４２０ ２３６ ６５６ ６４.０ ３６.０
０４年 ３６２ ２６８ ６３０ ５７.５ ４２.５
０５年 ３０２ ３１５ ６１７ ４８.９ ５１.１
０６年 ２８９ ３１３ ６０２ ４８.０ ５２.０
０７年 ２６３ ２８７ ５５０ ４７.８ ５２.２
０８年 ２６１ ２５５ ５１６ ５０.６ ４９.４
０９年 ２３５ ２３８ ４７３ ４９.７ ５０.３
１０年 ２０２ ２４５ ４４７ ４５.２ ５４.８
１１年 １９７ ２２６ ４２３ ４６.６ ５３.４
１２年 １７８ ２０１ ３７９ ４７.０ ５３.０
１３年 １６７ １８０ ３４７ ４８.１ ５１.９
注：１３年は８月平均
出所：イトーヨーカ堂（中国）提供資料より作成
表８ 北京ヨーカ堂 店舗別開業翌年の従業員数と１２年の従業員数の変化
店舗 年 正社員数（人） 増減率（％） 臨時工数（人） 増減率（％） 正社員割合（％）
豊台北路 ０４→１２ ２６３→１３４ －４９.０ １８６→９８ －４７.３ ５８.６→５７.８
大興 ０６→１２ ２０４→１５６ －２３.５ １９９→１２４ －３７.７ ５０.６→５５.７
西直門 ０６→１２ ２４９→１３８ －４４.６ ２４８→１０３ －５８.５ ５０.１→５７.３
望京 ０７→１２ ２０３→１２２ －３９.９ ２２３→１２１ －４５.７ ４７.７→５０.２
右安門 ０８→１２ １７１→１３８ －１９.３ １５９→９９ －３７.７ ５１.８→５８.２
北苑 １０→１２ ２０４→１１６ －４３.１ １０１→８８ －１２.９ ６６.９→５６.９
注：従業員数は年平均
出所：イトーヨーカ堂（中国）提供資料より作成
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用、４月に地元の新聞広告で正社員９００人募集した。応
募者は８,０００人あった。地元の百貨店、国営商場の社員
も応募してきていた。なんでも「できます」と言う人ば
かり。書類選考で絞り、面接し、途中離脱のリスクも考
慮して約１,０００人採用している（湯谷２０１３p.３４－３６）。
なぜ「正社員」だけの募集だったか、というと「パー
トやアルバイトは中国には存在しないのだというように
聞いていた」からであった（塙２００６）。成都ヨーカ堂で
は、臨時工（パート・アルバイト）の雇用も可能である
ということが判り、２年目に最初採用した正社員の半数
を契約終了と言うことで再雇用せず、正社員を整理して
いる。「１年契約ですから契約終了ということで、翌年
には５５０名に正社員を削減いたしました」（塙２００６）。
現在の北京ヨーカ堂の従業員募集は、増員の必要や欠
員補充が生じたときに、新聞、インターネット、店頭ビ
ラ等で行われている。基本的には、必要に応じて職種別
の募集である。集銀員（レジ担当）は常時店頭ビラで募
集している。
ネット１３）で募集内容を具体的に見てみると、衣料部営
業員、住居部営業員、食品部営業員、収銀員、人事課職
員、管理後備職員、運行管理課員工、会計課職員、商管
（商品管理）課員工、促販（販売促進）課員工の募集が
見られる。それぞれに比較的詳しい仕事（作業）内容と
応募条件（戸籍条件、学歴、年齢，性格〈明朗、責任
心、品行方正等〉、就業地点、等が記載されている。な
お、職員には北京戸籍、専科以上の学歴を要求、それ以
外は戸籍不問、学歴は高等中学以上としている。ただ
し、賃金については記入されていない。
これら募集とは別に、２００２年から、新規大卒者を幹部
候補生として、まずは実習生扱いで５０人程度契約してい
る。また、店長、衣料の責任者、什器の責任者等、欠員
が生じたポストに「手をあげさせる」社内公募もある。
現地社員の採用時の雇用形態は全社員契約制（中国方
＜北京市労働局＞と合意＜許可＞で決定）、雇用はすべ
て期間契約であり、その期間は職階によって異なる。担
当レベルは１年、マネージャーは３年、統括マネージ
ャーは５年、部長クラスは７年契約である。特段のミ
ス・就業規則違反等のない限り解雇は行わない。しか
し、雇用期間満了時に契約終了＝再雇用しない、という
形で、過剰人員、成績の悪いもの等を「整理」できた。
つまり、過剰人員や成績の悪いものは契約期間終了後再
雇用をしないという方式で従業員の選別を行っている。
再雇用をしない場合は、１か月半～２カ月前に本人に予
告している。
ただし、新労働法（２００８年施行）で、３回目の契約か
ら「無固定（期限なし）契約」に移行しなければならな
くなった。とは言え、従業員の選別・「解雇」は、１回
目と２回目の期間満了＝非再雇用、というチャンスがあ
るのである。「契約期間満了時に、再雇用の適否を判断
し、選別できるので、新労働法の無固定契約への移行問
題は、影響していない」という。
離職は、後に述べるように、当初は、訓練に嫌気がさ
して辞めるものもいたし、引き抜きもあった。引き抜き
は、０２年食品売り場のマネージャー、住居部門マネージ
ャー全員（６人）の引き抜きが生じ、０３年３月には中国
資本百貨店に５０人というように大量の引き抜きがあっ
た。引き抜かれた者は、２～３倍の給料で誘われていた
（湯谷２０１３p.２７６－２７７）。しかし、自己都合退職者は２００３
年以降激減している。０３年に営業成績が急上昇したこと
（後述の決算賞与を初めて支給した）や中国人店長を任
命したこと、特段のミス・就業規則違反等のない限り解
雇は行わないなどで、「発展空間」が見えてきたこと、
一定の安定と居心地良さ等が要因になっていると思われ
る。北京ヨーカ堂には、最初の入社式に出席した約９００
人うち１２０人、成都ヨーカ堂では９７年の入社式出席者約
９００人中１８０人が残っているという（湯谷２０１３p.３４９）。
ただし、この数値が離職率低いとは必ずしも言えない。
王府井ヨーカ堂の閉鎖・解散時（２０１３年２月末）時に
は、大量の契約解除が生じているが、その際には次のよ
うな従業員（約２００人）への対応がなされた。
王府井ヨーカ堂を２月末に解散することを１月１２日
発表し、翌１３日に説明会を開き、雇用に関する方針を
発表した。その内容は以下のようなものであった。
希望者全員を、希望職種、希望勤務地、適性などを
考慮して、北京ヨーカ堂の本部・各店で受け入れる。そ
の場合、２月末で現契約を解除し、３月１日付けで北京
ヨーカ堂への新規入社（新規契約）扱いとする。ただ
し、給与は現在の給与額を保障する。
会社都合による契約解除であるので、全員に「解雇
保障金」を支払う（中国では通常、契約満了・解除、自
己都合、定年退職では退職金の支給は無い）。解雇保証
金額は、直近１年間の給与（ボーナスを含む）の１／１２
×勤続年数＋１カ月とした。平均月給３千数百元、平均
勤続４年強で１人当たり１３,０００元～１５,０００元となった。
結果、約１４０人が北京ヨーカ堂に転社、６０人程度が退
職した。「混乱が多少生じるかと思ったが、ほとんど問
題は生じなかった」という。
在中国日系企業の人事管理（４） 55

全社員、成果報酬制（固定給５０％、成果給５０％）であ
る。給料は毎月５段階（A，B，BB，C，CC）で評価さ
れ、成果給部分が変動する。例えば、１,０００元で契約し
た場合、固定給が５００元＋成績報酬５００元となるが、成果
報酬部分は、３００元～１,０００元ぐらいの差があり、同じ１,
０００元の契約であっても優秀者は１,５００元、劣位者は８００
元となる。評価によって大きく差がつくのである。
ボーナスは、日本ヨーカ堂が、成果配分として、計画
利益超過分を３分の１、は将来のために内部保留、３分
の１は株主還元、３分の１を賞与＋決算賞与として社員
還元する方針を取っており、中国でもその方針で行うと
していた。当初は実施できなかったが、２００３年に初めて
利益が出て、決算賞与を実施した。
そのボーナスは、固定部分と評価で変動する部分があ
り、変動部分は支給基準額の２００％から７５％位までの差
がつく。稀に０の者や基準額の１０倍位の者もでる。ただ
し、「最近は、給与では固定部分が増加、ボーナスでは
差が縮まる傾向がある」という。
評価は、自己評価→一次上長面談→二次上長面談を行
い、いくつかの項目について各５段階評価し、最終的に
評価結果が本人に伝えられる。「月例給はどちらかとい
えば成績本位であるのに対して、賞与の場合は、仕事振
りの評価、あるいはどれだけ努力したかといったことを
加味したうえでの再評価になります」（塙２００６）。
賃金水準は、１３年時点で、新任担当職位が北京の最低
賃金程度（額面１,６００元、税、社会保険料を除く手取り
では１,４００元程度）、組長クラス３,０００～５,０００元、店長・
部長クラス１０,０００～１５,０００元である。昇級は担当クラス
で年８０～１００元である。
	
店舗の営業は基本的に年中無休で、その営業時間は
９ :００ないし１０:００～２２:００である。店舗の従業員の勤
務時間は、８時間と６時間の組み合わせの２交代制であ
る。６時間の時は週６日勤務、８時間の時は週５日勤務
である。事務方は８ :３０～１７:３０の９時間拘束・８時間
労働、週休２日である。コンピュータ部門は交代で土日
も勤務する。
棚卸は商品単位で、店を休まず、閉店時間後から夜中
にかけて行う。また売り場の切り替え・模様替えも同様
である。その際は残業としての処理よりも、よりも「代
休」にすることが好まれているようである。このような
働き方に「不満は出ていない」という。
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ヨーカ堂中国は、従業員教育の基本に「とにかくお客
さんを大事にする」との観念を植え付けることであっ
た。つまり、根本的な考え方として、「私たちの給料や
ボーナス、休みというのは、今お店に来てくれているお
客さんからもらっているものである。」だから「お客さ
んが本当に欲しいものは何なのか」を徹底的に現地のス
タッフに教育・訓練することにあった（塙２００６）。
中国の小売業の店員は、国営企業時代の上から目線の
「売ってやる」という意識が強く、「お客様に買っていた
だく」という視点はほとんどなかった。だから設立当初
採用した店員は「ホワイリンクワンリン（歓迎光臨＝い
らっしゃいませ）」も「シェシェ（謝謝＝ありがとうご
ざいます）も言わない・言えなかった。まず第１に、研
修で、日本流の接客意識を植え付けることであった（塙
２００６）。
入社前・直後の教育は、座学はほとんどなく、実地で
行われる。接客教育として、「接客６大用語」（「いらっ
しゃいませ、かしこまりました、少々お待ちください、
お待たせしました、ありがとうございました、申しわけ
ございませんでした」）の唱和や頭を下げる（４５度のお
辞儀）は店舗に配置される前にそれだけを何日も訓練す
る。レジ担当者には正式入社前に１～２週間程度新聞紙
で作った模擬紙幣でお札を勘定する訓練およびレジ打ち
の訓練、接客挨拶訓練（会計は「いくらになります」
「お釣りはいくらです。ご確認ください」「ありがとうご
ざいました」等）をする。
現在も毎朝の朝礼で「接客６大用語」を唱和し、朝の
開店時と第二の開店時（夕方５時）に、入り口に整列し
て、「いらっしゃいませ」と唱和し、一斉にお辞儀をし
て、お客を迎えている。
また、初期の従業員は、モラルも低く、唾を吐く、散
らかっていても気にしない、更には「盗み」（職場の商
品を持ちかえる）の頻発などがあった。そこで、４S
（整理・整頓・清潔・清掃）教育をする。「接客６大用
語」と「４S」は日本人従業員が率先垂範した。初代の
総経理であった塙は自らゴミを拾って歩いていたので、
「ゴミおじさん」と言われたほどである。さらに率先垂
範、背中を見せての教育で「挨拶の仕方・陳列・接客・
販売方法まであらゆることを教え、手塩にかけて育てき
た」のである（湯谷１０１３p.２７７）。盗みに対しては厳罰
で臨み、場合によっては、警官を呼び、その場で手錠を
かけた。
また、従業員の行動に計画性がなく、その場その場の
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対応が多いので、「計画→実行→検証→反省→改善」の
実践教育も必要であった（これら開店初期の従業員の状
態と、それに対する教育・訓練、対応については湯谷２０１３
に詳しい）。
朝礼は、毎日の職場単位の朝開店前に行われるもの
と、週２回のマネージャー主催の部門単位のもの、週１
回の店長主催の全員の朝礼が行われている。そこでは、
「接客６大用語」の唱和が行われるとともに、反省と注
意、目標等が話し合われる。
また、能力向上施策として、以下のような、コンクー
ルや優秀者の表彰が行われている１４）。
・成果発表会（４半期ごと）－接客、販売促進、コスト
削減、環境改善等の視点から、個人あるいは部単位で
事例報告をし、優れた事例を表彰
・優秀社員表彰制度－会社への貢献度が高く模範となる
社員を表彰－各店１人（亜運村店、十里堡店は各２
人）計１１人。表彰対象者は、店舗、本部単位で候補者
を推薦し、役員会で決定
・販売コンクール－全部門を対象に、対前年比売上伸び
率を競い合う－各店１０部門を表彰
・接客優秀社員表彰－４半期に１回、接客の優れた社員
を表彰
・改善提案制度
これら表彰された者には、２００～３００元程度の奨金が出
る。「表彰されることは誇らしいことであり、みんな競
って表彰台を目指した」。また、「奨励金は少額とはい
え、従業員にとっては大きなインセンティブだった」
（湯谷２０１３）。
他方、信賞必罰で、「品減り」＝商品の盗難・万引き
にあうと罰金が科せられる。これらを防止するため、衣
料品売り場では、客が自由に商品を取り外しできなくな
っており、商品を購入する場合、日本のスーパーと異な
り、店員に購入商品を申し出て、その所品についてのタ
グをもらい、レジカウンターで代金を払い、その領収書
を持って売り場の店員のところに戻り、商品を受け取
る、というシステムである（食品売り場は、篭に商品を
入れ、レジで支払う方式で、日本と同じである）。
また、レジでの間違いが数回続くと解雇など罰則もあ
る。
以上のように、教育・訓練は、仕事をしてもしなく
ても給料は天から降ってくるという考え方を改め、会社
に利益をもたらし、会社に利益を蓄えた上で、給料、休
日、退職金等の労働条件が確保できるという、「親方の
丸意識の払拭と企業意識の醸成」、お客を大事にする
－客の欲求・満足を第一に、挨拶とお辞儀の励行、そし
て、「遠くの美人より隣のおばちゃん」意識を持たせる
「接客訓練」、信賞必罰による「能力とモラルの向上」
に焦点が当てられている。
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中国ヨーカ堂は、現地化を基本とした会社運営で、経
営理念の共有により「自分たちの会社」、「一緒に会社を
育てていく」という意識を醸成し、仕事に対する高いモ
チベーションを高める方針を基本としている。そのため
には人事管理の面では十分な処遇と「発展空間」＝人材
の現地化を提供することが必要である。
人材の現地化の観点から、企業内ステイタスと昇進に
ついてみ見ていこう。
職制機構は次のとおりである。
スタッフ部門 総経理－副総経理－本部長－部長－副
部長－課長－係長－一般
店舗の職制 店長〈部長級〉－副店長－経理（統括マ
ネージャー〈課長級〉）－主管（マネージャー〈係長
級〉）－組長（チーフ）－担当（一般）
すでに見たように、副総経理・本部長の一部、部長・
店長の大半は中国人が就いていて、人材の現地化は相当
程度に進んでいると言ってよい。
昇進はおおむね年功的である。現在の部長クラスの大
半は、当初中方派遣者として入社した者である。また、
統括マネージャー以上の多くは会社立ち上げ時のメン
バーである。もちろん、優秀人材と評価されなければ昇
進はない。学歴も重視されない。中卒・女性の衣料部長
も出現している。
ただし、成績、働きぶりを評価され、抜擢され幹部に
昇進した従業員もいる。湯谷（２０１３）によれば、１３年１
月末現在、成都ヨーカ堂では、金暁蘇董事・副総経理５６
歳・女性（９８年入社）、董事・管理本部長４４歳・男性、
営業本部副本部長４２歳・女性、在庫削減 PJリーダ ５ー２
歳・女性、広報部長４４歳・女性、北京ヨーカ堂では、衣
料スーパーバイザー副部長３８歳・女性、人事部長３９歳・
女性、蘇智琴十里堡店副店長４６歳・女性（９７年末パート
で入社）、亜運村店副店長４９歳・女性、等々の抜擢昇進
者がいる。
いくつか具体的に見てみよう。
金暁蘇（大卒）は、９８年７月に４２歳で通訳として入社
し、管理本部長の通訳を務め、通訳兼業務担当となり、
９９年夏に総務課長、翌年、部長補佐、営業本部の部長に
昇進した。０１年６月に子どもの留学問題が生じ、退職し
たが、同年１０月に、ランクを落とされ復帰、３か月後総
在中国日系企業の人事管理（４） 57
務部人事副部長、２号店オープン時に店長補佐、０５年副
店長、管理本部副本部長を経て、０８年に管理本部本部長
昇進、成都ヨーカ堂中国人初の董事となった。
９７年末に倉庫係のパートとして入社した蘇智琴（女
性・入社時３４歳）は、勤務明けに自発的に行っていたお
客への牛乳配達が「美談」として新聞に紹介され、それ
が十里堡店の信用と信頼が一気に高まり、売上が飛躍的
に伸びるきっかけとなった。蘇は９８年１１月に社員に登用
され、食品売り場のマネージャー、食品統括マネージ
ャー、亜運村店管理統括マネージャーを歴任、１３年現
在、亜運村店の副店長になっている。
このような抜擢人事は、「頑張っていれば店長にもな
れる。必ず報われる」という「発展空間」と「希望の
光」を見せることとなっている。

ヨーカ堂中国の会社・店舗運営の理念は「中国人の、
中国人による、中国人のための店舗」であり、当初よ
り、現地化を基本とした会社、「『現地化』を基本方針と
して、現地のニーズに合った品揃えとサービス、現地か
らの商品仕入れ、現地スタッフによる店舗運営推進」で
ある。つまり、現地採用従業員を教育訓練し、仕入・店
舗レイアウト・イベント・販売、従業員管理等、会社・
店舗運営全般を可能な限り現地採用従業員に任せ、「日
本人従業員（日方派遣社員）はサポートに回る」、「中国
人主体の店舗運営体制」に整備していく方針であっ
た１５）。
北京ヨーカ堂の１号店である十里堡店が開店した頃
（１９９８年４月）、本部の総経理と衣食住の各部長、スー
パーバイザー部長など、日本人は７人、店舗では店長以
下日本人は５人であり（湯谷２０１３年 p.２５１－２５２）、会社
運営、店舗運営の中核は日本人が担っていた。０１年開店
の２号店亜運村店は店長のみが日方派遣の日本人で、他
はすべて現地採用の中国人となった。当初から、「３号
店目からは中国人店長を抜擢する」、「３号店目からは必
ず全部中国人による店をつくる」という方針を立ててお
り（塙２００６）、０３年開店の３号店の店長は中国人（３２
歳・男性）がなった。その後、店舗を開業する度に店長
は中国人を任命してきた。
１１年１２月末現在で、中国人店長６人、副店長はすべて
中国人社員、店舗のマネージャー以上の役職（役員を除
く）の９８.５％を中国人従業員が占めていた１６）。
２０１３年９月現在では、すでに見たように、日方派遣者
は０７年に１５人いたが、１３年には１１人に減少し、本部要員
２２５人のうち、総経理は日本人、副総経理は本部長を兼
務し、財務と営業本部長は日本人で、管理本部長は中国
人である。財務本部長は１３年７月までは中国人であった
が、８月に日本人に替った。本部要員の部長職では食品
部の仕入れ部長を除いてすべて中国人である。店舗では
９店舗中、大型店２店（亜運村店、新十里堡店）の日本
人店長を除いて７店舗の店長は中国人である。
亜運村店の従業員構成を見てみると、正社員１６７人の
うち、店長は日方派遣者であるが、副店長以下、経理
（４人）、主管（１５人）、組長（約４０人）と、店長を除く
店舗の幹部はすべて中国人である。
以上のように、中国のヨーカ堂は人材の「現地化」が
相当程度進んでいる。
 	

イオン中国本社（以下、イオン中国）の設置（１２年）
とともに、イオングループの統一的事業展開のみならず
中国に進出しているイオングループの人事管理面での統
一化・共通化が進展した。新規学卒者の募集・採用は中
国イオングループとして行われ、グループの合同入社式
が行われるようになり、教育・研修体系、職位体系等
も、中国のイオングループで統一されている。
北京イオンの機構は次のとおりである。
総経理室
商品本部－本部長室、服装部、食品部、天津常駐部、
理貨（商品）管理部
管運本部－本部長室、店舗管運部、企画部、品質管理
部、建設部
管理本部－本部長室、財務部、ISD＆商管＆返利＆交
易管理部、人事総務部、法務部
店舗－国際商場店（北京市内）、湖北大悦店（北京市
内）天津寧達店、天津中北店の４店舗
	

人材の募集・採用には３つのルート（新規学卒、社会
人、内部招聘）が設定されている。
新規学卒定期採用は、中国グループ会社合同で、中国
全土のいくつかの大学で企業説明会を行い、７月に幹部
候補生として採用、５～１０年で経営管理層に育成する。
近年は、グループ会社合同説明会を２期分けて（２０１４年
７月採用予定では、１３年１０月中旬から１２月初旬に７大学
で、１４年３月から５月にかけて８大学で）分けて行って
いる。３月～５月の２回目の設定は、近年、中部地域の
新卒労働力の需要もあって、前年１０～１２月期の説明会後
の採用試験では必要数が確保できなくなってきているか
らである。
２０１２年は中国グループ全体で１,０００人弱、１３年は約６５０
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人が採用され、各グループ会社に配属された。なお、北
京イオンはこのグループ採用とは別に、社会人枠で、新
規大卒を幹部候補生として採用している。２０１３年は、１
月に大学本科卒を対象に１００名を募集していた１７）。
社会人採用は、欠員補充・店舗新設等の増員人事で、
各企業の判断で随時行われている。その募集は、イン
ターネット、新聞、店頭等で公募される。特に、新店舗
開業の場合は、店長以下、多くの職種の募集が行われ
る。一例をあげると、天津市で１４年２月の新店舗開業予
定にあたって、１３年５月と８月に総合スーパーでの管理
職経験５～８年の店長（学歴不問）、収銀員、理貨員
（商品管理員）、総務課員、顧客サービス員等（すべて経
験１年以上、学歴は、総務課員が大卒、他は高校・中等
専門学校卒以上）が多数募集されている１８）。
募集広告では、職種と地位、比較的詳しい職務内容と
必要とされる能力、所属部署・勤務地（北京イオンの場
合は本部、店舗名）が記され、学歴、職務経験年数、年
齢等の応募条件が記載されている。戸籍条件は問われて
いない。
雇用契約は、３～６カ月の試用期間の後、３年契約の
正社員となり、雇用継続の場合、次の契約期間は５年、
３回目更新は無期契約となる。契約更新は成績評価によ
り、評価の悪い者は更新をしない。現在のコア人材はほ
とんど無期の契約者となっている。
もう一つのルートは、内部招聘制度である。会社内、
グループ内に欠員や増員・新設で必要なポストが生じた
場合、従業員の立候補を認め、審査の上合否が決定され
る。
	

イオン中国の研修体系は非常にシステマティックに構
成されている。
イオングループ共通して、「お客様満足」を核に、「平
和」の追求、「人類尊重・人間関係重視」、「地域社会に
貢献」を「基本理念」とし、従業員はこの基本理念を体
現した、それぞれがイオンを代表する「イオンピ―プ
ル」として位置づけ、従業員教育を重視している。
イオンの人事政策の特徴は、「イオン理念」を体現し
た「イオンピープル」として育成し、人材の現地化と併
せてグローバル人材の育成するところにある。そのた
め、イオン全社・全階層に共通する理念・価値観・行動
規範・合理的知識の習得と自主学習による個人能力開発
の努力の要請とともに、グループ共通の階層（Junior、
Middle、Senior、Top）別研修および各企業単位の研修
である（図３）。
なかでも幹部（管理者、経営者）育成の教育・研修を
重視している。日本イオン主導によるイオングループ共
通の教育・研修プグラムが作られ、各上位階層に向けた
グループ内教育、日本を含む海外研修、社外教育の受講
等の制度が設けられている。
大卒採用者には、グループ共通階層別教育で、入社時
から幹部職員の養成、最終的には経営者・董事に至る
「人材の現地化」を目指して段階的に行われる。
新規大卒者の場合、１２年から、連合入社式後、２泊３
日の「理念学習会」（入職教育－イオン理念、行動規
範、基本スキル等）が行われるようになった。その後、
３年間の基礎教育が OJTで行われる（MT段階）。以
降、次のような階層別教育課程がある。基礎教育を修了
したジュニア層を対象とした ABS（Aeon China Business
School）、ミドル層（課長級）を対象とした JMP（Junior
Management Program）、BMP（Basic Management Pro-
gram）、イオンの DNAを受け継がせる DNA伝承大学、
シニア層（高級経理、部長クラス）を対象とした AMP
（Advanced Management Program ）、NMP（New Manage-
ment Program）である。
ABSはイオン中国商学院といわれ、経営者候補とし
て立候補した者を選抜して職務教育する社内のビジネス
スクールで、采購（仕入）、財務など職務別の課程があ
る。
JMPは経営人材育成教育の入門編、BMPは基礎編、
AMPは中級編、NMPは上級編である。NNPは役員に就
く可能性の高い人材を対象としている。そこでは、実務
知識だけでなく、グループディスカッションを取り入
れ、「どう思うか」「どうしたらよいか」を考えさせ、現
状分析→原因探索→対策を考えさせる教育をする。
社外教育・研修には、MBA取得のための留学、上級
経理、部長クラスを対象としたイオン清華学院での研
図３ イオンの教育体系
出所：永旺（中国）投資有限公司 HP人材招聘より
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修、日本イオンへの派遣研修等がある。
イオン清華学院は、イオン、イオン中国と清華大学と
提携し、人材育贅、情報発信事業、交流促進事業を行い
目的で「イオン・清華大学社会科学学院社会発展セン
ター」を設立し、経営人材育成のための教育プログラム
「イオン清華学院」を２０１３年に開講した。清華大学の教
員がマーケッティングや ITのなどに関して講義を行
う。高級経理以上職を対象に１０年間、毎年１０人以上派遣
する。１３年は１６名派遣されている。受講者は日本、アセ
アングループにも拡大する予定である。
日本イオンへの派遣は、研修のための比較的若い人材
（MTクラス）を研修生扱いで１年程度派遣し、店舗で
仕事をさせ、店舗経営を学ばせるもの、また、各グルー
プ会社から経営人材候補を推薦してもらい、日本に呼
び、教育し、グループの経営人材にする派遣もある。
１３年から「逆出向プロジェクト」として、将来の事業
会社の総経理になるような経営人材に就労ビザを取得さ
せ日本イオンの社員として３年程度勤務し、イオンの経
営を学ばせ・育てる日本派遣も始めた。１３年８月に、入
社１０年くらい、４０歳前後の５人（女性１）を「逆出向」
させた。
これら基礎教育・訓練以外の教育・研修は、基本的に
は本人のキャリア志向に基づいたチャレンジによる応募
制であり、それぞれの段階の教育・研修の修了者（面接
をし、卒業認定をする）にはポストを与える。
このように、イオン中国グループ共通の教育・研修は
現地人幹部養成を目指して、系統的に展開される。同時
にグループ間の人材交流、日本への逆出向等を通じて、
イオングループの人材ネットワークを形成する。
個別会社単位での研修では、入職研修、基礎教育をし
た後、階層別研修、職務別研修、専門技術教育等が行わ
れる。
もちろん、GMS、SM等の「客服専員」（店内顧客
サービス員）、「収銀員」（レジ担当）等の店舗人員は、
採用後、接客サービス、レジ打ち等の訓練をするととも
に、その後も日常的に挨拶、身だしなみ、整理整頓、商
品の陳列等の教育訓練し、常にその実践のチェックして
いる。例えば、毎朝の朝礼で、店舗幹部も含めて、「５
大挨拶用語」（いらっしゃいませ、ありがとうございま
した、お待たせしました、わかりました、少々お待ちく
ださい）の唱和、朝の開店時に入り口で整列しての「お
出迎え挨拶」（いらっしゃいませとお辞儀）が行われ
る。また、収銀員はレジ打ちのコンペ等が行われ、スキ
ル向上が進められている。
将来の幹部要員として採用した新規学卒者も、店の幹
部に登用するため、店舗で様々な業務を経験させてい
る。
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イオン中国の職制は、中国イオングループ共通で、MT
（一般）から副主幹（チームリーダー）→主管（課内部
門リーダー）→経理（課長級）までが共通名称で、その
後、スタッフ系の職能職位（職能 位）と店舗運営管理
系に分かれる。スタッフ系の職能職位は、高級経理（マ
ネージャー、副部長級）→職能経理（部長級）→職能総
監（本部長級）となり、店舗運営管理系は副店長（副部
長級）→店長（部長級）→区域運菅総監→運菅総経理の
序列である。ただし、店舗管理運営系の職位とスタッフ
系の職位のレベルとは必ずしもパラレルではない。また
スタッフ系と店舗運営管理系とが固定されているわけで
はない。相互の移動もある。またグループ会社間の人材
交流も行われている（図４参照）。
	

評価・昇進は能力主義である。職位の必要能力の基準
書がある。ただし、事細かに書かれているわけではな
く、ある程度抽象的である。基準書は従業員に公開され
ている（社外秘）。評価は MBO（Management by Objec-
tives 目標管理） と行動評価とで行われる。
MBOは、各人が目標設定→上司と面談→目標決定→
目標達成度評価であり、行動評価は、「会社の価値観や
理念に沿った行動、社員のあるべき行動」の観点から見
た業務遂行、例えば、「いらっしゃいませ」等の５大挨
拶の実行、マニュアルどおりの業務遂行等に対する評価
である。職位が上位であるほど MBO評価の占める割合
図４ イオンの職位体系
出所：永旺（中国）投資有限公司 HP人材招聘より
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が高くなる 「入社１年目、２年目に対しては、決めら
れたこと、指示されたことをその通りにできれば『よ
し』とする。高位者は、役割が増大し、積極的に何をや
るか（目標）、やったか（目標をどれだけ達成したか＝
成果）が評価の対象となる」（（ ）内は筆者補筆）。つ
まり目標の大きさとその達成度が評価の中心となる。た
だし評価は、原資が決まっているので、例えば、Aラン
ク割合５％、Eランク割合５％というように、相対的で
ある。
そして、仕事をきちんとした人にはそれなりの報酬
（職位の上昇＝賃金のアップ）を出す。成果主義で職位
が上昇しないと賃金が上がらない職位賃金である。５段
階評価で E以下は契約更新をしない。無期雇用になっ
ている者は降格もある。
「評価が自己評価と異なると、『自分の評価についての
数字が違う』と談判に来る。（だから）『まあまあ』の評
価はできない。説明に納得できないと退職していく」。
だから「評価は公平・公正で、できるだけ数値化するよ
うにしている」。
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これまで見てきたように、イオンの人材養成方針の特
徴は、イオン中国、そして日本イオンが提供するさまざ
まな階層別の教育・研修プログラムを受講させることに
よって、イオンの基本理念・価値観を共有した「イオン
ピープル」、経営人材を育成するところにある。とく
に、中国イオン設立後は、中国内グループ企業の、さら
には日本イオン、イオンアセアンも含めた人材の「共有
化」（グループ内人材交流）と現地化が、経営人材育成
面で進められ始められた。
MBAコース、MMBを受ける者（課長クラス）、イオ
ン清華学院を受講するもの（副部長、部長クラス）に
は、受講に当たり、現会社だけでなく、中国内のグルー
プ企業のみならず、イオンアセアン、日本イオンのグ
ループ企業への異動があることも伝え、「よろしいです
か」と承諾をとっている。また、日本への「逆出向」プ
ログラムは、「日本イオンの経営方式を学ばせるととも
に、日本イオンの幹部との面識・交流による、イオング
ループの人材ネットワークを創り上げることも視野に入
れている」。
これらの教育・研修を受けた人材は、現地法人のトッ
プ（総経理）まで含めた現地化の要員である。幹部候補
生として新規大学卒業者の定期採用、なかんずく１２年か
らの中国イオンとしてグループ採用、応募・選抜的・段
階的・階層別教育・研修による幹部人材育成方針はその
表れである。そして、教育・研修の受講・修了と昇進は
無関係ではない。むしろ、それぞれの段階で、教育・研
修を修了することが昇進の条件である。幾つかの例を見
てみよう１９）。
A氏（男性） ２００２年華南イオンに入社し、広報部、
開発部、３店の店長を経て、イオン中国の店舗開拓部に
移り、高級経理となっている。この間、華南イオンで店
長課程研修、BMP研修（１年）を受け、０９年に２年間
管理人員として日本に派遣され、１３年に再度日本に派遣
されている。
B氏（男性） ２００４年青島イオンに入社し、店舗農産
部、店舗人事部を経て、店舗食品生鮮部経理（課長）に
昇進、現在店舗食品課経理となっている。その間、０８年
に日本研修に派遣され、青島イオンの研修コースの課長
課程、店長課程を受け、課長になって JMPを受講して
いる。
C氏（男性） ２００２年華南イオンに入社し、水畜産仕
入担当、広東イオンに移籍し高級生鮮品仕入担当後食品
仕入副経理に昇進し、現在中国イオン商品改革部食品担
当経理である。教育・研修歴は、AMS仕入課程受講、
１１年 BMP受講、１３年課長職でイオン清華学院学員とな
る。
イオングループの中国進出は１９８５年の香港ジャスコ、
９０年代半ばの広東、青島を除いて、他のグループ会社は
２０００年代に入ってからの設立であり、多くは設立後１０年
経っていない。当然、現在のグループ会社・店舗の幹部
は社会人（中途）採用者である。彼ら／彼女らの多くは
設立時に採用された一期生である。９６年設立の「広東、
青島イオンの一期生の優秀者は部長、本部長クラスにな
っている」。
０７年設立の北京イオンを見てみると、総経理は日本か
らの出向者（女性）であるが、本部長クラス６人のうち
４人（女性２）、４店舗の店長すべてが中国人（女性１）
である。１２年４月開店の天津中北店は、当初は日本人店
長、中国人副店長であったが、現在の店長は中国人であ
る。ただし、すべて中途採用の大卒者である。
しかし、設立当初はともかく、現在は、基本的には、
長期雇用を前提に（制度的には、２回目の契約までは期
間契約である）大卒は新規学卒で採用し、店舗のレジや
顧客サービスなどの現場経験もさせながら、教育を通し
て、経営人材に育てていく方針が取られ、併せて、大卒
以外、中途採用者でも、教育・研修を受けることによっ
て経営人材への昇進の道を開いている。もちろん現在で
も、すでに見たように、新店開設の場合には、店長以下
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の役職者も経験者を社会人募集で採用して、幹部に就け
る場合もある。
なお、現在、新規学卒採用の一期生のトップは勤続５
年強で課長クラスになっている。例えば、０９年１１月に北
京イオンに入社した D氏（男性）は、店舗で営業、販
売促進担当を経て、販促主管となり、１３年に経営者候補
研修（JKP）を受け、現在営業経理（課長）になってい
る２０）。
現段階のイオン中国グループの人材面での現地化は、
イオン中国を含む現地法人３１社の内、総経理が現地採用
の中国人であるのは香港イオンだけであり２１）、他はすべ
て日本からの出向者である。しかし、本部長、部長、店
長クラスには現地採用中国人が多く就任している。店長
について見ると、イオン広東の GMS１２店舗、SM５店
舗、華南イオンの１１店舗、北京イオン４店舗の全てが中
国人である（内女性は広東 GMS６人、SM２人、華南５
人、北京１人）である。
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当初の出店は、ヨーカ堂が成都と北京、イオンが香港
と青島であったように、共に地域限定的であった。その
後、２０００年代に入って、ヨーカ堂は成都と北京での多店
舗展開路線を、イオンは華南（深）と北京・天津に地
域を広げるとともに、それぞれで多店舗展開路線を取っ
た。１０年代に入って、中国重視の方針が出され、共に中
国本社（ヨーカ堂（中国）投資有限公司、永旺（中国）
投資有限公司）を設立し、中国事業を一元的に統括し、
その下で武漢、重慶等の中部地域の大都市での展開を開
始した。ただし、ヨーカ堂中国は総合スーパーに特化し
ているのに対して、イオン中国は、総合スーパーのみな
らず、中国に進出している／するイオングループの多様
な業種もその傘下に置いている。
北京ヨーカ堂は、食品、衣服、家電、住居用品等の総
合スーパー（GMS）が中心である。食品スーパー（SM）
は北京で失敗している。ただ、ショッピングセンター
（SC）展開の方向も出てきている。イオンも、GMS中心
であるが、地域によっては SMを多店舗展開している
（広東）。イオンの特徴は、永旺夢楽城（イオンモール）
中国が建設する商業・娯楽施設（ショッピングセン
ター）の核としての GMS展開に移行しつつあることで
ある。
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両社とも、店舗運営の基本としているのは、一つは、
現地の顧客の欲求・要求に叶う商品を適切な価格、適切
なタイミング提供すること、つまり「利便性」と「品揃
え」である。もう一つは、来店する顧客に「快適感」を
与えるソフト面・ハード面のサービスである。
品揃えの面では、両社とも成長しつつある「所得中間
層」（個人収入３,０００～１０,０００元、世帯収入で５,０００元以上
クラスの中、中上層）をターゲットにし、多くの専門店
テナントを入れた商業ビル、ショッピングセンターで、
中国文化・風習（春節、国慶節、中秋節等）のみなら
ず、欧風文化・風習（バレンタインデー、ハロウィン、
クリスマス等）、また個人レベルのイベント（出産、誕
生日、入学、卒業、就職、結婚等）を組み込んだ豊富な
商品の提供である。ただ、輸入品は関税がかかり、必然
的に高くなるので、デパートのように、高い輸入品を置
くのではなく、中国製品が中心となる２２）。つまり、商品
面での「現地化」である。また「安全・安心」（清潔、
新鮮、壊れない、汚れがない、傷がない）な品質の商品
の提供である。
ハード面のサービスは、整理の行き届いたかつビジュ
アルな商品陳列、エレベータ・エスカレータの設置、清
潔で明るい店内とトイレ、等である。ヨーカ堂のフロア
には一休みできる椅子が置いてあった。
ソフト面では、お客に好感の持たれる接客サービスで
ある。挨拶（「いらっしゃいませ」から始まる挨拶５な
いし６大用語とお辞儀）と４Sの実行である。
このような店舗経営の基本は両社共通で、かつ「日本
的」でさえある。事実、店舗に入ってみると、商品の陳
列、店内設備、店員の受け答え等、日本のスーパーと異
ならない印象を受ける。
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この店舗運営を実現するための最大の課題は人材の育
成である。つまり従業員の採用から、教育・訓練、評価
が重要となる。同時に、教育・訓練した従業員が定着し
て能力を発揮していかなければ、店舗運営がうまくいか
ないことになる。優秀な人材を採用し、育て、定着さ
せ、経営の「現地化」を図ることが重要である。しか
し、転職志向の強い中国では、このことが一番の難題で
ある。この認識も両社とも共通している。
以下、採用、教育、育成、人材の現地化について、両
社の異同に焦点をあてて整理しておこう。
人材の募集・採用の基本は、共に、欠員と増員の必要
（店舗拡大・新設等）が生じた場合であり、インターネ
62 柴田弘捷
ット、新聞、人材派遣業者、店頭ビラ、従業員の紹介
等、多様な媒体を利用しているし、社内立候補性も導入
している。店舗要員は常時と言ってよいほど募集してい
る。
新規大卒者の場合は、ヨーカ堂とイオンで大きく異な
る。ヨーカ堂は定期的な一括採用のシステムを取ってい
ないが、採用する場合は実習生扱いで契約している。イ
オンは、「日本的」であり、いくつかの大学で会社説明
会を行い（１２年以降はグループ会社合同で）、７月に、
幹部候補生として、長期雇用・育成を前提に、グループ
全体で１,０００人近く、一括採用をしている。ただ、これ
までは内陸部から多く採用していたが、内陸の発展・労
働力重要の増大で、難しくなってき、募集難が生じるよ
うになってきている。
雇用契約は、ヨーカ堂はステイタスによって契約期間
が異なる（ステイタスの高いほど契約期間が長い）が特
徴であり、イオンは試用期間（３～６ヵ月）後１回目の
契約３年、２回目５年、３回目無期となっている。０８年
の労働法の改訂があって、３回目の契約更新は無期契約
（定年までの終身雇用）となり、また特別の理由がない
限り、契約期間中の途中解雇はできない。それゆえ、２
回目と３回目の契約更新時が、選別の最大のチャンスで
ある。それまでの勤務態度、実績、将来性を判断し、契
約更新の是非を決定する。言葉を換えれば、更新しない
ことによって、必要としない人材は整理できるのであ
る。特に３回目のそれが社員選別の重要な節目になって
いる。
なお、両社とも、日本のスーパーに比べれば、正社員
割合が高い。このことは、中国では契約期間制度があ
り、１回目、２回目の契約終了時に、契約更新をしない
で、従業員の選別・整理ができることが大きな理由にな
っていると思われる。
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若い中国人従業員に対する認識は、両社の現地日本人
経営者トップでほぼ一致している。曰く、自己主張が強
く、接客で一番大事な、「ありがとうございますが言え
ない」、「頭を下げること（お辞儀）ができない」、「４S
が実行できない（職場が汚れていても気にならない、掃
除は掃除する役割の人＝掃除人がするものだ）」、「短期
の仕事を処理するパワーはすごい（「明日までに、何と
かしてよ」と言うとやってしまう）。ダラダラと残業す
る習慣はないが、営業時間外・徹夜の棚卸（単品ごと、
毎月）、店内のレイアウトの変更もいとわない」。しか
し、「１年間かけるような長期で、計画的にしなければ
ならない仕事には弱い」、「上司の指示・命令には絶対的
に服従する（上から言われたことに敢えて反論するとい
うことができない）」が、「うまくいかなかったときは責
任転嫁する（「言われた通りやったのだから」、「あんた
がヤレと言ったことをやったのに、なんで私らが怒られ
るのか」）」。
また、大卒者であっても、「現状分析→原因探索→対
策という指向が弱い」、「１＋１は２であって、１＋１か
２にも３にもなるという思考が弱い」、「解決策（どうし
たらよいか）を考えようとしない・訓練されていない」
等々である。
教育・研修はこの弱点を解消し、スキルと能力向上に
向けられる。
試用期間をから基礎教育・訓練がなされる。小売業、
特に店舗要員には接客マナーが重要である。「いらっし
ゃいませ」が言えない、頭を下げること（お時儀、ヨー
カ堂は４５度の角度と決まっている）ができない新人が多
い中国で、この接客マナーの注入には苦労したようであ
る。試用期間に「接客５ないし６大用語」の唱和とお辞
儀の訓練がなされ（これが厭で、辞める者が多かったと
いう）、社員契約後も、朝礼時にこの唱和とお時儀の接
客訓練が徹底して繰り返される。また、いわゆる５S
（整理、整頓、清掃、清潔、躾）教育を繰り返しおこな
う。そして日本人（出向者）はこれを率先垂範し、背中
で見せる教育（「ゴミおじさん」）がなされてきた。
その他の実務教育は、ヨーカ堂は、能力向上支援策と
して各種コンテスト・業績の優秀者対する褒賞と OJT
で、かつマンツーマン的な指導・教育が中心のようであ
る２３）。イオンは「イオンピープルにする」、「経営人材を
育てる」という観点から座学を中心とした、「イオン理
念」の注入と体系化された階層別の人材育成教育がなさ
れている。
昇進は、ヨーカ堂は実績主義で、抜擢人事も多々ある
とは言え、現在の幹部の多くは厳しい選別を経た第一期
生が占めており、まじめに頑張って働けば、そして実績
をあげれば、発展空間（昇給と昇進）があることを見せ
ている。イオンは、階層別の教育・研修がリンクされ、
教育・研修へのチャレンジ・受講・修了認定が昇進の条
件となっている。ただ、増大しつつある新規学卒採用者
の昇進をどう保障していくかが、課題となりそうであ
る。
しかし、両社とも、現地従業員に「発展空間」（店舗
では店長まで、企業としては総経理まで）が見えるよう
に努力をしている。
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両社は、中国人人材を鍛え（教育・訓練－OJTと Off
－JT）、成果には報酬（賃金とポスト）を提供し、権限
を与え、責任を持たせ、発展空間を見せることによっ
て、優秀人材を定着させ、高級人材を育て、人材の「現
地化」を図ろうとしている。すでに両社とも店長クラ
ス、事業会社の本部長クラスまでの現地人材化は進んで
いると言ってよい。しかし、事業会社のトップ・総経理
クラスはまだ現地人材化していない。
この人材の現地化は、「自分たちの会社」という意識
と仕事に対する高いモチベーションをもたらす２４）。
両社とも、将来的には総経理クラスまで現地人材化す
る方針を立てている。イオンは、中国に限定しないで、
日本、アセアンの人材交流も構想している。
そして、人材の現地化を通して、経営の現地化を図ろ
うとしている。とは言え、日本本社の中核人材まで東南
アジア、中国の人材を充てるようになるとは思えない。
基本的には日本本社のリーダシップの下にある。
なお、ヨーカ堂中国の店舗運営、人事には、これまで
のところ、初代中国室長として、自己の眼鏡にかなった
人材を引き連れて赴任し、成都ヨーカ堂の董事長、北京
ヨーカ堂の総経理として成都、北京の店舗を立ち上げ・
築いてきた塙昭彦（現・セブン＆アイ・ホールディング
ス顧問）のワンマン的な強烈なリーダシップの影響が目
立っている。他方、イオン中国は、日本本社のリードに
よるシステムマティックな運営がなされているように思
われる。
注
１）Euromonitor Internaional２０１１
２）中国連鎖経営協会「２０１２年中国快速消費彬連鎖（日用品
消費財チェーン）上位１００社（売り上げベース）」
３）SEVEN & i HLDGS「『７＆i ホールディングス』の中国
での事業展開について」（２０１３年９月）
４）イトーヨーカ堂「CSR活動報告２０１２」（「セブン＆アイ
CSRレポート」２０１２ ２月期「海外での取り組み」）よ
り
５）AEON NEWS RELEASE「『イオングループ中国本社』の
始動について」（２０１２年２月２９日）
６）前掲、中国連鎖経営協会「２０１２年中国快速消費彬連鎖上
位１００社」
７）イトーヨーカ堂「CSR活動報告２０１２中国での取り組み」
（「セブン＆アイ・ホールディングス CSRレポート２０１２
海外での取り組み」」）
８）前掲、SEVEN & i HLDGS「『７＆iホールディングス』
の中国での事業展開について」
９）日本経済新聞１３／９／２ 電子版
１０）セブン＆アイ CSRレポート２０１３ ２月期 「海外での取
り組み」
１１）前掲、AEON HEWS RELESE 。なお、マレーシア、タ
イ、フィリピン、ベトナム、カンボジアの６ヵ国の事業
の統括するイオンアジア（アセアン本社）は１１年１１月
（１２年１１月営業開始 本社マレーシア・クアラルンプール
資本金２,９００万リンギット〈約７憶円〉）に設立されて
いる（AEON HEWS RELESE２０１１／１１／１）。
１２）派遣者とは、ヨーカ堂の場合、日本本社から派遣され、
中国に設立した会社の役員・従業員となっている者を言
う。中方派遣者は中国側の合弁相手から派遣され、設立
された合弁会社に派遣され、その会社の役員・従業員と
なっている者をさす。なお、イオンの場合は「出向者」
と表現している。
１３）http : //www.ht－store.com/d/c.do（２０１３／１０／９取得）
１４）セブン＆アイ・ホールディングス「CSRレポート」各年
より
１５）同上、「CSRレポート２０１３」
１６）なお、成都ヨーカ堂は、５店舗の店長、副店長、マネー
ジャー以上の役職（役員を除く）の全てが中国人社員で
ある。（セブン＆アイ・ホールディングス「CSRレポー
ト２０１２」）
１７）永旺商業有限公司 HP「招聘信息」
１８）同上
１９）永旺（中国）投資有限公司 HP人材招聘より
２０）同上
２１）イオン香港の現総経理は、１９５１年生まれ、営業開発部長
として９８年入社、０９年取締役・商品本部長となり、２０１２
年５月に総経理に就任している。なお、イオン香港は前
任総経理も中国人であった。
２２）「輸入品は２００円位のものが１,０００円位になる。ゆえに商
品は輸入品、高級品ではない。われわれのところは、デ
パートでなくスーパーである」（イオン）
２３）ヨーカ堂にも、体系化された教育システムがあると思わ
れるが、今回の調査では、確認できなかった。中国では
まだ、体系的な教育・研修制度は導入されていないのか
も知れない。日本のヨーカ堂では、新入、若手、中堅、
管理職というステージ別の教育・研修制度がある（「セ
ブン＆アイ CSR報告 ２０１２２月期」）。
２４）「セブン＆アイ・グループのアジア事業」）２０１２／１１／１
	
柴田弘捷２０１１「在中国日系企業の現地採用従業員の人事管理
（１）」『専修大学人間科学論集』Vol１,No２（社会学篇第１
号）、２０１２年「在中国日系企業の現地採用従業員の人事管
理（２）」同 Vol２,N０.２（社会学篇第２号）、２０１３年「在中
国日系企業の現地採用従業員の人事管理（３）」同 Vol,No
３（社会学篇第３号）
塙昭彦２００６「中国における流通近代化とイトーヨーカ堂のビ
ジネス」（第１０回繊維ファッション産学交流会大阪会議講
64 柴田弘捷
演２００６年）。
http//www２.shizuokanet.ne.jp/sabu/０６０７１５special.html
邊見敏江２００８年「イトーヨーカ堂の中国事業開発」 東京大
学ものづくり経営研究センター Discussion Paper No.
１９９９
湯谷昇羊２０１３『「いらっしゃいませ」と言えない国－中国で
最も成功した外資・イトーヨーカ堂』 新潮社・新潮文庫
（『巨龍に挑む』２０１０年ダイヤモンド社刊を改題・改稿）
三菱東京 UFJ銀行『BTMU 中国月報』第７９号（２０１２年８月）
イトーヨーカ堂、セブン＆アイ・ホールディングス
HP、華糖洋華堂有限公司 HP
イオンHP、永旺中国投資有限公司 HP
中国国家統計局『統計年鑑』各年版
付記１
周知のように、昨年の９月は「尖閣諸島国有化」が宣言さ
れ、対日抗議行動（中国進出日本企業及び日本製品への破壊
活動）が生じた時でした。日本での報道で概略は承知してい
ましたが、在中国の日本人にとっては、「周辺住民から襲撃
を示唆する警告を受け逃げたケース」もあり、「日本サイド
には報告できないような日常生活に大きな制限を受ける事
態」、「日常生活での危険」が生じていて、「身の安全」の危
機を感じるほど深刻だったようです。
本年９月がその１周年になるため、対日抗議（日本企業・
日本人への襲撃）再燃の危険を在中国の人々は強く感じてい
たようです。
筆者が、７月に、調査のため９月初・中旬の会社訪問の許
可をお願いしたところ、A社の総経理より、以下のメールを
いただきました。
＜昨年９月７日から１０月７日までは、各地でのデモと襲撃
騒ぎの記憶も新しく弊社含め関係企業も閉店せざるを得ない
状況まで悪化致しました。
日本人の身の安全は、個人では確保できません。大使館の
方々並びに地元公安局（警察）にも配慮していただき、社内
か自宅待機の状況でした。
集団での行動は危険分子とみなされ警告される事態まで発
展しました。
出勤時は、弊社社員数名が自宅マンション下、車を待機す
るも、周辺住民から襲撃を示唆する警告を受け逃げたケース
もあります。
このように日本サイドには報告できないような日常生活に
大きな制限を受ける事態が起こりうる可能性は否定できませ
ん。
日本人の団体行動は市内では目立つため極力避けます。
最高潮に達したケースでは、丹羽大使の公用車襲撃の事件
も記憶にあると思われます。
念には念を、無理のない計画を組まれ、まずは身の安全を
図られた方がよろしいかと思いまして、ご連絡させていただ
きました。
今年の情勢は、私共も心配しております。
９月の中国入りはリスクが非常に大きいことを御承知して
いただきたいと思います。＞
国際関係の中で、突然になされる一方的な行為・行動が、
政治的・経済的関係の悪化のみならず、在外日本人に「身の
危険」を感じさせる事態を引き起こしかねないことに思い至
らない日本政府に、それこそ「危険」を感じざるを得ませ
ん。
付記２
本稿は、１０１３年９月１１、１２日に行った華糖洋華堂商業有限
公司（北京ヨーカ堂）の董事・総会計師・財務本部長・兼企
画部長 梅澤健一氏、永旺（中国）投資有限公司（イオン中
国）の管理総部 総経理 白濱耕二氏と永旺商業有限公司
（北京イオン）の管理本部長 西原宏氏へのインタビューが
もとになっている。お忙しい中長時間お付き合いくださった
３氏に、記して、謝意を示しておきたい。ありがとうござい
ました。
もちろん、本稿が、３氏へのインタビューの結果に多く負
っているとはいえ、内容についての責任はすべて柴田にあ
る。
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